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佐賀県におけるリアルタイム
救急システムのモデル構築と応用

令和元年度全国メディカルコントロール協議会連絡会 ５月３０日（木）



救急医療の抱える問題

搬送時間が毎年、
過去最長を更新
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疲弊する現場の医師たち
若手が敬遠する救急医療



新しい救急医療情報システムの全体像

佐賀県の新しい政策

医療機関
救急隊

効果的な搬送先選定 搬送先の分散化・適正化

救急車からｉＰａｄで確認
（全国初！）

目指す効果

パソコンで確認

現場の状況を関係者全員で
情報共有できるシステムを構築！おっ！この病院が

受入可能だ！

今日は〇〇病院に
搬送が集中してるから
当院で受けよう！

• 今受入できる病院はどこか？
• どこで救急搬送が発生したか？
• 他の病院の受入状況は？



それは産学官連携の力！

行政と消防機関
消防機関と医療機関
医療機関と行政

そして、
国と地域の連携
企業との連携



搬送先医療機関の検索

新たに策定した搬送基準に基づ
き8つの症状から医療機関を検
索

応需科目から対応する医療機関
を検索

ｉＰａｄでタッチ
するだけで検索！

救急隊医療機関
医療機関が入力した
受入可否情報を救命
救急士がｉＰａｄで
確認！



受け入れ可能情報は医療機関から・・・一工夫



救急隊による搬送実績の入力

搬送終了後

医療機関 救急隊Ａ 救急隊Ｂ

デモ画面

現在の各医療機関の搬
送受入状況を参考に、
搬送先を選定

いつ、どこで、どんな患者を、どの医療機
関に搬送したかをｉＰａｄでデータ入力

現在の各医療機関の搬
送受入状況を参考に、
搬送先を選定



99さがネット

旧システムを刷新し2011年
4月に運用開始

効果的な搬送先の選定と
搬送先の分散化・適正化を
目指したシステム

–搬送先医療機関の検索

–医療機関と消防機関のリ
アルタイム情報共有

–データベース



高齢化



急病、一般負傷、交通事故



夜間も多い



バラツキが大きい

現場 救急車 救急施設119番通報

平均値 標準偏差

119番から病着 00:33:40 00:20:31.230

119番から現着 00:08:47 00:16:05.444

現着から現発 00:15:17 00:51:22.835

現着から病着 00:11:56 00:14:34.387

n = 55,230
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５０㎞ 佐賀県内全域を１５分圏内
でカバーすることを目指す。
（５０Ｋｍをカバー）

（参考）運航範囲・５０Ｋｍでカバーした場合

長崎

福岡
佐賀

隣県と相互に協力体制を
構築する。（５０Ｋｍ）

唐津地区はカバーされない。
福岡県・長崎県も半分程度
しか２重にカバーされない。



軽～中等症が多い



受入拒否（1回）の割合



転帰状況
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システム利用率の大幅なアップ

旧システム

Ｈ２３.４.１
ｉＰａｄ導入

新システム



救命救急センターへの搬送割合

救命救急センターへの搬送割合

Ｈ２３.４.１
ｉＰａｄ導入



搬送時間の短縮

導入後半年間の平均搬送時間が
前年平均から短縮した。



クラウドシステム採用による運用コストの削減
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ヤフーニュースのトップにも
取り上げられました。
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ソフトバンク孫正義社長のプレゼンでも紹介

H24.7.11
SoftBank World 2012
孫正義氏プレゼンテーション
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5月: 全地域

0

20

40

60

80

100

120

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現
出

--
病
着

入電--現着

現出から病着

2025
79.7%

382
15%

97
3.8%

37
1.5%



事業成功のポイント：①現場に赴き肌で感じること、②手を動かす現場が効果を実感できること。
鍵となる要素：『現場のキーマンの協力』、『関係者間の合意形成』、『社会的な評価』

総務省：ICTふるさと元気事業



０％ 100％

佐賀県では、年間受入数の多い医療機関（救命救急センター等）の受入れ率は高いが、
１～２次病院では夜間帯を中心に受入率が非常に低下する。





情報基盤と連携したリアルタイム救急・災害時支援システム

研究開発代表者：阪本 雄一郎 佐賀大学 救急医学 教授

共同研究機関：佐賀大学、日本電気、国際航業、木村情報技術、バーズ・ビュー

ひとりひとりに届く危機対応ナビゲーターの構築

目的：
平時に整備された情報基盤やドローン等を災害時にも利用し、被災映
像・救急車両の稼働・危険地帯・要支援者情報を統合し、最適な移動
経路や医療機器・薬剤等の整備の判断を支援するシステムを開発。

研究概要：
我が国は、未曾有の大地震の経験から、「防災力の鍵」となる重要な
情報の管理は平時から備えなければならないことを学んだ。この重要
な情報とは，個人の健康・医療・介護およびハザードの情報や災害現
場の映像情報である。本提案の到達目標は，要支援者の健康状態や服
薬などの個人情報と、危険地帯を予測できるハザード情報、災害現場
を把握する動画像情報を融合させるものである。平時より、要支援者
情報やハザード情報の多方面からの集積・一元管理とドローンの運用
を実施するとともに，災害時には、要支援者に必要な医療資源やその
状況を把握、ハザード情報から危険地域を予測・移動経路を算出、ド
ローンを用いてリアルタイムに災害現場を監視・関係者での共有、さ
らに、交通事故の発生を天候や時間帯によって割出すシステムを構築
する。これらの活動を通して、地域の防災力の向上させ、要支援者を
含む全ての住民とっての安心・安全な地域づくりを目指す。

①平時の情報の一元管理と災害時のリアルタイム情報

によるすべての人に届く安全・安心の実現

②ひとりひとりに届く危機対応ナビゲーターの構築

③ハザードへの予測予防による安心の提供






